
１．重要な会計方針

(1)平成19年度から「公益法人会計基準」（公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合せ

　 平成16年10月14日）を採用している。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 物品・・・最終仕入原価法

(3)固定資産の減価償却の方法

　 固定資産の減価償却の方法は、定額法及び定率法による減価償却を実施している。

　 建物・・・定額法による減価償却を実施している。

　 （'99年に事務所取得月まで遡及し、一括償却を実施。以後、定額法により減価償却を実施。）

　 什器備品（パソコン等）・・・定率法による減価償却を実施している。

(4)リース取引の処理方法

　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

　 ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5)消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

科        目 前期末残高 当 期 末 残 高

基本財産

　定期預金及び定額貯金 100,000,000 0 0 100,000,000

　小　計 100,000,000 0 0 100,000,000

特定資産

　事務所積立預金 14,000,000 0 0 14,000,000

　事務所修繕積立預金 2,800,000 100,000 0 2,900,000

　記念行事積立預金 3,500,000 500,000 0 4,000,000

　押川基金積立預金 300,000 0 300,000 0

　小　計 20,600,000 600,000 300,000 20,900,000

　合　計 120,600,000 600,000 300,000 120,900,000

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科        目 当期末残高

基本財産

　定期預金及び定額貯金 100,000,000 ( 0 ) ( 100,000,000 ) ( 0 )

　小　計 100,000,000 ( 0 ) ( 100,000,000 ) ( 0 )

特定資産

　事務所積立預金 14,000,000 ( 0 ) ( 14,000,000 ) ( 0 )

　事務所修繕積立預金 2,900,000 ( 0 ) ( 2,900,000 ) ( 0 )

　記念行事積立預金 4,000,000 ( 0 ) ( 4,000,000 ) ( 0 )

　押川基金積立預金 0 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　小　計 20,900,000 ( 0 ) ( 20,900,000 ) ( 0 )

　合　計 120,900,000 ( 0 ) ( 120,900,000 ) ( 0 )

４．担保に供している資産

なし

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

当期増加額 当期減少額

(うち指定正味財産
からの充当額）

(うち一般正味財産
からの充当額）

(うち負債に対応
する額）



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 備　考

10,132,000 7,742,872 2,389,128 定 額 法 に よ る

204,880 204,879 1 09年から償却実施

294,000 292,966 1,034 04年から償却実施

216,000 154,800 61,200

129,600 129,599 1

123,952 41,317 82,635 当 期 取 得

378,000 37,800 340,200 当 期 取 得

271,080 27,108 243,972 当 期 取 得

1,617,512 888,469 729,043

11,749,512 8,631,341 3,118,171

６．保証債務等の偶発債務

なし

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の
記載区分

神奈川県体育協会 0 2,350,000 1,150,000 1,200,000 流動負債

神奈川県体育協会 0 620,000 620,000 0 ―

神奈川県体育協会 0 2,366,990 2,366,990 0 ―

神奈川県体育協会 0 98,000 98,000 0 ―

全日本スキー連盟 0 71,665 71,665 0 ―

全日本スキー連盟 0 435,500 435,500 0 ―

全日本スキー連盟 0 33,000 33,000 0 ―

全日本スキー連盟 0 221,360 221,360 0 ―

日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ 0 1,837,000 1,837,000 0 ―

0 8,033,515 6,833,515 1,200,000 ―

８．関連当事者との取引の内容

なし

９．重要な後発事象

なし

１０．受取寄付金の事業内訳並びに金額は、次のとおりである。

金　額

153,000

28,000

4,000

185,000

　競技本部ｽｷｰｱﾙﾍﾟﾝｼｽﾃﾑ

　競技本部ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ

科        目

建　　　　物

什 器 備 品

　エアコン

　ポイント用ソフト２

合　　計

補助金等の名称

補助金

助成金

合　　　計

 行事立会い責任者旅費他

 スキー補償制度補助金

 ｽﾎﾟｰﾂ団体ｽﾎﾟｰﾂ活動助成金

 ｽﾉｰﾎﾞｰﾄﾞ指導者研修会委託金

 指導者研修会委託金

　競技本部ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ

　競技本部ｱﾙﾍﾟﾝﾘｻﾞﾙﾄｼｽﾃﾑ

　競技本部ﾃﾞｰﾀﾊﾞｯﾌｧ装置

受取寄付金の事業内訳

合　　　計

 障がいをもつ人たちにスノースポーツの楽しさ素晴らしさを体験していただくためのご支援

 子供たちにスノースポーツの楽しさ素晴らしさ体験していただく事業

 競技本部のジュニアを含む競技力向上のための事業

 教育本部のジュニアを含む競技力向上のための事業

 スキー・スノーボード技術員、専門員の指導力向上のための事業

 連盟の行うすべての公益事業

 競技力向上対策事業(ジュニア育成）

 競技力向上対策事業(選手強化）

 国体スキー競技会健康診断補助金

 国体スキー競技会派遣旅費補助金

什器備品合計


